（様式６）
施設の運営実績等確認書
１　本市内の施設等の運営実績について、該当する□（全て）にレ印を記入してください。

　　□　児童発達支援事業所の運営実績がある
　　□　放課後等デイサービスの運営実績がある
　　□　障害児相談支援の運営実績がある

　　□　上記事業の運営実績はない

２　本市内の施設等の運営実績を記載してください。

	児童発達支援事業所の運営実績

	（記載事項）事業所名、事業所所在地、指定年月日

	放課後等デイサービスの運営実績


	（記載事項）事業所名、事業所所在地、指定年月日

	障害児相談支援の運営実績


	（記載事項）事業所名、事業所所在地、指定年月日


３　本市内において開所予定の施設がある場合、記載してください。
	開所予定の施設


	（記載事項）事業所名、事業所種別、事業所所在地、開所予定日


４　本市内の運営指導の結果について
⑴　本市内の障害児通所支援事業所（児童発達支援・放課後等デイサービス）の運営実績及び運営指導の状況について、該当する□（１つ）にレ印を記入してください。
　　□　本市内で児童発達支援の運営実績があり、直近の運営指導で文書指摘があった
　　□　本市内で放課後等デイサービスの運営実績があり、直近の運営指導で文書指摘があった
　　□　本市内で障害児通所支援事業所（児童発達支援・放課後等デイサービス）の運営実績があるが、直近の運営指導で文書指摘がなかった
□　本市内で障害児通所支援事業所の運営実績はあるが、過去に運営指導を受けたことがない
　　□　本市内で障害児通所支援事業所（児童発達支援・放課後等デイサービス）の運営実績がない
⑵　直近の運営指導で文書指摘があった場合、具体的な内容、指摘後の対応、再発防止策等を記載してください。（※要点を簡潔に記載してください。）
	文書指摘の具体的内容
	指摘後の対応及び再発防止策

	（児童発達支援）
	（児童発達支援）

	（放課後等デイサービス）
	（放課後等デイサービス）


【添付書類】
○文書指摘の内容が分かる書類
（例：指導監査指摘事項、報酬の減算に係る届出書等）
５　法人全体における事故及び不祥事について
⑴　過去２年間、法人全体における重大な事故（※１）や不祥事（※２）、基準人員欠如等（※３）の発生状況について、該当する□（１つ）にレ印を記入してください。

　　※１　利用者の死亡、入院を要する怪我、利用者の財物の損壊・滅失等
　　※２　職員の信用失墜行為や法令違反により利用者処遇に影響を及ぼしたもの（虐待認定、適正手続きを欠く身体拘束、不正受給事案を含む）
　　※３　児童発達支援管理責任者が不在となった場合は、減算適用の有無に関わらず、支援に悪影響が生じたものとみなす（みなし配置が認められた場合はこの限りではない）
　　□　重大な事故や不祥事、基準人員欠如は発生していない

　　□　重大な事故や不祥事、基準人員欠如が発生したが、適切に対応し、再発防止策をとった

　　□　重大な事故や不祥事、基準人員欠如が発生したが、対応や再発防止策が不十分である

⑵　重大な事故や不祥事、基準人員欠如が発生した場合、具体的な内容、発生後の対応、再発防止策等を記載してください（※要点を簡潔に記載してください）。
	具体的内容
	発生後の対応及び再発防止策

	
	


【添付書類】
○事故や不祥事、基準人員欠如の詳細が分かる書類（例：事故報告書、役員会等での説明資料）

６　資金収支及び事業活動収支の状況
⑴　本市内の障害児通所支援事業所における資金収支及び事業活動収支について、該当する　□（１つ）にレ印を記入してください。

　□　直近２年間の事業年度において、当期純損失（当期赤字）が生じている、又は、利益剰余金にマイナスが生じている（累積損失が生じている）
　　□　直近２年間の事業年度において、当期純損失（当期赤字）が生じておらず、かつ、利益剰余金にマイナスが生じていない（累積損失が生じていない）
⑵　過去２年間の事業所の数値を下表に記入してください。
※ 事業所が複数ある場合、下表をコピーして各事業所の数値を記入してください。
ア　収入
	
	　　　　　　　　年度
	年度

	1 
	給付費収入（実費分含む）
	円
	円

	2 
	その他収入
	円
	円


イ　支出
	
	　　　　　　　　年度
	　　　　　　　　年度

	3 
	物件費
（購入費用、敷金、賃料等）
	円
	円

	4 
	人件費
	円
	円

	5 
	備品費用
（購入費用、リース、レンタル料等）
	円
	円

	6 
	その他（光熱水費等）
	円
	円


⑶　赤字が生じている場合、その理由を記載してください。

	


【添付書類】
○法人の収支状況が分かる書類（例：損益計算書、貸借対照表）
